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１．東北地方整備局の取り組み
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格子状骨格道路ネットワーク

○東北地⽅の格⼦状⾻格道路ネットワークは、地形、地理的条件や既存の都市配置・連担状況、空港
・港湾等の広域交通拠点の配置等を踏まえ、４つの南北縦貫軸と７つの東⻄横断軸から構成される
⾼規格道路網を整備

▼ 格⼦状⾻格道路ネットワークの形成

《令和3年7月末時点》 《事業中区間開通後》《平成10年4月時点》

⾼規格道路等の整備状況（R3.7末）
⾼ 規 格 供 用 延⻑ 2093㎞
幹 線 道 路 整 備 率 94%
地域⾼規格 供 用 延⻑ 268㎞
道 路 等 整 備 率 42%
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※１ 業務取扱費を除く⾦額（⼯事関係費）で記載
※２ 復興庁計上分を含む
※３ 防災・減災、国土強靱化のための緊急対策を含む
※４ 四捨五入の関係で、合計欄において一致しない場合がある

【東北地方整備局道路関係（直轄）予算概要（事業費ベース）】

道路関係予算 Ｒ３当初 R２当初 対前年度比

復興関係 ー １，６３９ ー

復興関係以外 １，４１３ １，４２３ ０．９９

合 計 １，４１３ ３，０６２ ０．４６

（億円）

令和３年度 東北地方整備局道路関係（直轄）予算概要①

○令和３年度当初の道路関係予算は、１，４１３億円（対前年度⽐０．４６）と、前年度に⽐
べて大きく減少

○復興関係予算は、令和２年度をもって終了
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令和３年度 東北地方整備局道路関係（直轄）予算概要②

○東⽇本大震災以降、道路関係予算は復興関係予算と合わせ３，０００億円前後で推移

○復興関係予算は令和２年度をもって終了したことから、Ｒ３年度以降は通常予算のみ
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○復興道路・復興⽀援道路の計画延⻑550kmのう
ち、R3.8末時点で525km（95%）が開通済み

○残る２区間・25kmは、令和３年内に開通予定
→ 復興道路・復興⽀援道路全線開通

〈今年度開通済み区間〉
・R3.4.24 東北中央⾃動⾞道（霊⼭〜伊達桑折）10.2㎞
・R3.7.10 三陸沿岸道路（⽥野畑南〜尾肝要） 6.0㎞

令和3年8月末時点
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復興道路、復興支援道路の進捗状況及び開通予定



国道４号 鏡石拡幅
（福島県岩瀬郡鏡石町地内）

２．２㎞

東北中央自動車道
（仮）村山北～大石田村山

４．５㎞

通 常 事 業

復興道路・復興支援道路

県 施 行

東北中央自動車道
霊山～伊達桑折

１０．２㎞
令和3年4月24日開通

みやぎ県北高速幹線道路
佐沼工区（Ⅲ期）

約４．０㎞

三陸沿岸道路
野田～久慈
１２．０㎞

三陸沿岸道路
田野畑南～尾肝要

６．０㎞
令和3年7月10日開通

三陸沿岸道路
普代～野田
１３．０㎞

令和3年8月末時点
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Ｒ３年度 道路の開通予定



令和３年度 新規事業箇所（道路局関係 直轄事業）
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令和３年度 高規格幹線道路 ４車線化実施箇所
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２．道路のストック効果

10



地域経済を支える国内有数の鶏卵産業を支援（青森県）

○⼋⼾久慈⾃動⾞道の整備とともに⻘森県産鶏卵の⽣産量が年々増加
○⾸都圏への出発時間繰り下げにより当⽇産んだ鶏卵の出荷量が増加
○⽣産業者からは、雪の影響が少ない三陸沿岸道路への輸送ルート切り替え、新設農場の岩⼿県エリア拡大に期待の声
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安全性・信頼性の高い道路ネットワークを構築（岩手県）

○国道106号は内陸と沿岸を結ぶ重要な路線であるが、線形不良箇所が多く点在し、災害・事故による通⾏⽌めも発⽣
○これまでの開通により、盛岡市と宮古市を結ぶ都市間バスでは、一部の便で線形不良箇所を回避した運⾏を開始
○今回の開通により、道路が寸断されるリスクが減少し、安全性・信頼性の⾼い道路ネットワークの構築と更なる利便性向上を⽀援
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三陸沿岸地域の広域周遊観光を支援（岩手県・宮城県）

○三陸沿岸地域では、震災伝承施設や観光拠点などが整備され、気仙沼圏域の観光入込客数は震災前の⽔準まで回復
○春に予定されている大型観光キャンペーンに加え、気仙沼市は連続ドラマ小説の舞台となり、観光面での地域活性化が期待
○特に気仙沼湾横断橋は、復興のシンボルとして橋梁全体が観光資源となり、更なる観光振興を⽀援
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物流ルートの形成により地域の主要産業の
成長と再生を支援（秋田県）

○秋⽥県の電⼦部品・デバイス・電⼦回路産業は、産業分類別製造品出荷額の約３割を占める主要産業であり、当該産業関連企
業が集積する由利本荘市、にかほ市の出荷額は、県全体の６割以上を占め、近年の出荷額伸び率は全国、秋⽥県平均に⽐べ⾼
い⽔準で推移

○地元主⼒企業では⽇沿道の整備が⽴地の１つのきっかけとなり、本荘地域に⽣産拠点となる新⼯場を２棟新設、設備投資額や新
規雇用数も年々増加。本荘由利地域や庄内地域を中⼼に複数の⽣産拠点を有し、⼯場間取引や製品出荷時に⽇沿道や国道7
号を利用

○物流ルートの形成により地域の主要産業の成⻑を⽀援
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福島～山形のネットワーク化で沿線の企業立地が進展（山形県）

〇東北中央道の整備により、沿線⼯業団地での企業⽴地が増加、それに伴い有効求⼈倍率、製造品出荷額も増加傾向。
〇沿線企業から、「輸送が安定化し、出荷が効率化した」「速達性から輸送ルートを変更した」といった声が聞かれている。また、企業⽴
地需要へ対応し⼯業団地の拡張を進める⾃治体の動きも出ている。

〇⽶沢市オフィスアルカディアでは、東北中央道を活用した輸送を⾒越し、H29〜H30で５件が操業している。
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東北中央道や相馬港の整備により産業活性化を支援（福島県）

○東⽇本大震災後、東北中央⾃動⾞道や相⾺港の復旧・復興により相⾺地⽅の⼯場新増設件数や設備投資額が増加
○相⾺港に、新たに⽴地した鉄鋼加⼯メーカーでは、東北中央⾃動⾞道を利用し、福島県内のみならず⼭形県等へも取引を拡大
○東北中央⾃動⾞道（相⾺〜福島）の全線開通により輸送時間が短縮され、被災地の産業活性化を⽀援
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３．令和４年度（道路関係）
概算要求の概要
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公共事業関係費（政府全体）の推移
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令和４年度の概算要求に当たっての基本的な方針について
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要求概要（１／２）
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要求概要（２／２）

22



４．道路関係の主要施策
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東北地方新広域道路交通ビジョン・交通計画策定（Ｒ３．７）（１／４）
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東北地方新広域道路交通計画・交通ビジョン策定（Ｒ３．７）（２／４）
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東北地方新広域道路交通計画・交通ビジョン策定（Ｒ３．７）（３／４）
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東北地方新広域道路交通計画・交通ビジョン策定（Ｒ３．７）（４／４）

広域道路ネットワーク図（東北ブロック）
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防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（概 要）
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33

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策（道路関係）
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防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策
プログラム（東北ブロック版）策定（Ｒ３．４）（１／３）
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■災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能強化対策

防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策
プログラム（東北ブロック版）策定（Ｒ３．４）（２／３）



■道路の⽼朽化対策 ■⾼架区間等の緊急避難場所としての活用

防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策
プログラム（東北ブロック版）策定（Ｒ３．４）（３／３）
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老朽化対策（道路の橋梁点検・修繕の状況）

37



老朽化対策（地方公共団体管理橋梁のメンテナンス状況）

※これまでの予算⽔準では、予防保全への移⾏に約20年かかる
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老朽化対策（舗装の修繕等措置の実施状況）
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全国道路構造物情報マップ（損傷マップ）
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○⽼朽化対策状況の更なる⾒える化を図るため、直近５年間（2016〜2020年度）の点検で判定
区分Ⅲ・Ⅳと診断された橋梁、トンネル、道路附属物等の諸元や点検結果、措置状況等を地図上に
閲覧できる「全国道路構造物情報マップ（損傷マップ）」を初公開。



交通・防災拠点の機能強化（１／２）
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（交通拠点の機能強化に関する
計画ガイドライン）



交通・防災拠点の機能強化（２／２）
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（道路交通ネットワークの
トータルマネジメント）



「道の駅」第３ステージの概要
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「防災道の駅」の概要（１／２）

○都道府県の地域防災計画等で、広域的な防災拠点に位置づけられている道の駅について、「防災道
の駅」として選定し、防災拠点としての役割を果たすための重点的な⽀援を実施

○令和３年６月に、防災道の駅３９箇所選定（東北５箇所）

「防災道の駅」の選定要件
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№ 都道府県 市町村 道の駅名
1 ⻘森県 七⼾町 しちのへ
2 岩⼿県 遠野市 遠野風の丘
3 秋⽥県 大仙市 協和
4 ⼭形県 飯豊町 いいで
5 福島県 猪苗代町 猪苗代

東北の「防災道の駅」



道の駅等を拠点とした自転運転サービス等の実証・実装
に向けた取組状況
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令和３年９月時点



スマートインターチェンジ（東北管内）
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R3.9.1時点



通学路の合同点検を踏まえた交通安全対策（１／２）

千葉県⼋街（やちまた）市の交通事故を受けた通学路の点検の実施
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通学路の合同点検を踏まえた交通安全対策（２／２）

⽣活道路の交通安全に係る新たな連携施策「ゾーン３０プラス」
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無電柱化の推進
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５．インフラ分野のＤＸ
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インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
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①行政手続きや暮らしにおけるサービスの変革
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②ロボット・ＡＩ等活用で人を支援し、現場の安全性や効率性を向上
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③デジタルデータを活用した仕事おプロセスや働き方を変革
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④ＤＸを支えるデータ活用環境の実現
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６．これからの道づくり
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これからの道づくり（１／２） ２０４０年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～
（社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会提言 R2.6.18）



これからの道づくり（２／２） ２０４０年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～
（社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会提言 R2.6.18）
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